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巻５号 1769 頁、及び第二次上告審である最判平 23・７・21 判時 2129 号 36 頁。






































































（５） 　平野裕之「判批」民商 137 巻４・５号（2008）455 頁、大澤逸平「建物の基本的安全




































（12） 　岩崎脩『建築工事請負契約の研究』（清文堂、1993）150 頁、後藤・前掲注（１）61 頁。



















（13） 　中山実千代「建築請負における瑕疵概念について」同志社法学 60 巻７号（2009）
457 頁。契約の内容が不明確な場合に、建築基準法令違反を基準として瑕疵判断を行っ
た裁判例として、神戸地判昭 63・５・30 判時 1297 号 109 頁、東京地判昭 47・２・29
判時 676 号 44 頁、福岡地判昭 61・７・16 判タ 637 号 155 頁等がある。また、日本建
築学会の基準に照らし、これに違反するものを瑕疵と認めたものとして、大阪地判昭
57・５・27 判タ 477 号 154 頁、大阪地判昭 62・２・18 判時 1323 号 68 頁等、公庫基準
に違反するものを瑕疵としたものとして、大阪地判昭 59・12・26 判タ 548 号 181 頁、
長崎地裁大村支部判平 12・12・22 判タ 1109 号 166 頁等。以上、山口康夫『判例にみ
る請負契約の法律実務』（新日本法規、2006）を参照。































広島法学　39 巻２号（2015 年）－ 118
－ 203 －








あるかによって判断するもの（東京地判昭 48・７・27 判時 731 号 47 頁）、瑕疵が重大
で本来の効用を有しない場合を未完成であるとしたもの（大阪高判昭 59・12・14 判タ
549 号 187 頁）など、仕事の内容によって判断するものがある。
　以上の状況に対して、基準の相対性・流動性を指摘する見解として、塩崎勤・判例
タイムズ主要民事判例解説 1184 号（2005）50 頁。また、仕事の完成・未完成による区




































































（24） 　大阪高判昭 58・10・27 判時 1112 号 67 頁、神戸地裁姫路支部判平７・１・30 判タ
883 号 218 頁等。
（25） 　長崎地裁大村支部判平 12・12・22 欠陥住宅被害全国連絡協議会編『消費者のための
欠陥住宅判例』（民事法研究会。以下、欠陥判とする）第２集（2002）294 頁、京都地
判平 13・10・30 欠陥判第２集 344 頁等。
（26） 　大阪高判昭 58・10・27 判時 1112 号 67 頁、大阪地判昭 62・２・18 判時 1323 号 68 頁、
神戸地裁姫路支部判平７・１・30 判タ 883 号 218 頁、福岡高判平 11・10・28 判タ




美「欠陥住宅訴訟における損害調整論・慰謝料論」立命館法学 289 号（2003）811 頁以
下。
























（28） 　鳩山・前掲注（15）582 頁、末広嚴太郎『債権各論』（有斐閣、1918）714 頁、我妻・
前掲注（８）640 頁、幾代＝広中・前掲注（17）152 頁［内山尚三］等。
（29） 　川島武宜・渡辺洋三『土建請負契約論』（日本評論社、1950）91、92 頁。
（30） 　東京高判平３・10・21 判時 1412 号 109 頁、東京地判平 16・５・27 欠陥判第４集（2006）
378 頁、大阪地判平 17・10・25 欠陥判第４集 500 頁等。
（31） 　我妻・前掲注（８）642 頁。






































































































































































京地判昭 47・２・29 判時 676 号 44 頁、横浜地判昭 63・４・28 判時 1302 号 129 頁、
東京地判平６・11・18 判時 1545 号 69 頁等）、準委任契約とするもの（東京高判昭 59・
12・11 判時 1140 号 81 頁、京都地判平５・９・27 判タ 865 号 220 頁等）がある。監理
契約に関しては、請負契約とする裁判例は見受けられないが、準委任契約としたもの
がある（東京高判平９・２・19 判時 1619 号 71 頁）。また、設計監理契約について、請
負契約とするもの（東京地判平８・６・21 判タ 938 号 147 頁）のほか、設計施工監理
一貫形式の場合に、これを一括して請負契約とするもの（東京地判平３・12・25 判時
1434 号 90 頁）がある一方で、委任とするものがある（東京地判平３・６・27 判時
1413 号 87 頁）。

























































































（49） 　大阪地判昭 53・11・２判時 934 号 81 頁、大阪地判昭 62・２・18 判時 1323 号 68 頁、
















き注意義務を負うとしたもの（大阪地判昭 53・11・２判時 934 号 81 頁）、そ
の専門的知識と経験に基づいて適切な指導監督をなすべき義務があるとした
もの（大阪地判昭 59・12・26 判タ 548 号 181 頁）、建築士法２条５項、18 条
２項により、一級建築士として、設計図書を作成するに当たってはこれを法
令又は条例の定める建築物に関する基準に適合させなければならないとした
もの（大阪高判平元・２・17 判時 1323 号 68 頁、及び原審大阪地判昭 62・２・
18 判時 1323 号 68 頁）、建築基準法上の設計者・工事監理者として、本件建
物の設計及び工事監理をなすにあたり、建築基準法所定の基準を満たした建
築物を建築させるべき義務があるとしたもの（大阪地判平 10・７・29 金商
1052 号 40 頁）、建築士法における誠実義務があるとしたもの（大阪高判平
12・８・30 判タ 1047 号 221 頁）などがある。また、法令適合義務に関して、
日本軽量鉄骨建築協会作成の軽量鉄骨建築指導基準及び日本建築学会作成の
薄板鋼構造設計施工基準に達しない板厚の鉄骨を使用したことについて、安
全性に欠ける瑕疵ありとしたものがある（大阪地判昭 57・５・27 判タ 477 号
154 頁）。
　以上のように、建築士には、建築物の設計及び工事監理等の専門家として、
（51） 　平成 18 年の建築士法改正において追加された条文であり、改正前は、建築士法 18
条１項で建築士の業務における誠実義務を定めていた。





















（53） 　裁判例においても、建築士の職務の重要性（大阪地判平 10・７・29 金判 1052 号 40 頁）、
国民の生命、健康及び財産の保護を図るという建築基準法の趣旨（大阪高判平 13・
11・７判タ 1104 号 216 頁）などが指摘される。
（54） 　名義貸し建築士の責任に関する学説については、松本克美「欠陥住宅と建築士の責
任―建築確認申請に名義貸しをした場合―」立命館法学 271 ＝ 272 号（下）（2000）
1520 頁、花立文子「建築家の名義貸しと建築物の瑕疵責任との関係」法学志林 99 巻 1
号（2001）115 頁、髙橋弘・私法判例リマークス 24 号（2002〈上〉）55 頁等を参照。
建築士の責任否定例として、大阪高判平元・２・17 判時 1323 号 68 頁、大阪地判平
10・12・18 欠陥判第 1集（2000）84頁等。肯定例として、大阪地判平 10・７・29 金



















（55） 　鎌田薫「判批」平成 15 年度重要判例解説［ジュリスト臨増 1269 号］87 頁、角田美
穂子・法セ 595 号（2004）120 頁、加藤新太郎・NBL 790 号（2004）111 頁、荻野奈緒「判
批」同志社法学 60 巻５号（2008）2195 頁。近時の耐震強度の偽装に関する裁判例にお
いても、建築士の法的債務に関して最判平成 15 年を引用するものとして、名古屋高判
平 22・10・29 判時 2102 号 24 頁、最判平 25・３・26 裁判集民 243 号 101 頁等がある。




12・６欠陥判第６集（2012）20 頁、神戸地裁姫路支部判平 21・９・28 欠陥判第６集
124 頁、佐賀地判平 22・９・24 欠陥判第６集 176 等）、平成 18 年の建築士法改正によっ
て、名義貸しの禁止が条文化された（建築士法 21 条の２）。
（57） 　花立・前掲注（２）266 頁等。





















タ 1047 号 221 頁）（59）。一方で、違法行為と相当因果関係のある損害全てを賠
償する責任があり、不法行為に対する関与度や違法性の程度によって賠償す






















（59） 　最判平成 15 年ではこの点は問題とされなかったため、結果として原審の判断が維持
されている。
（60） 　監理義務不履行と修補費用の支出との間の相当因果関係を否定したものとして、名
古屋地判昭和 48・10・23 判タ 302 号 179 頁。また、名義貸し事例ではなく、実際に行っ
た設計・監理にミスがあったとして、建築工事の請負代金に匹敵するほど多額の賠償
責任が肯定された裁判例として、神戸地裁姫路支部判平７・１・30 判タ 883 号 218 頁
等がある。
（61） 　施工者と連帯してではあるが、福岡地判昭 61・７・16 判タ 637 号 155 頁、大阪地判
昭 62・２・18 判時 1323 号 68 頁、大阪地裁平 10・７・29 金商 1052 号 40 頁等。





























（64） 　建築士法 25 条に基づき、業務報酬の算定方法が示されているが、一般に、設計費用































10・１判タ 638 号 183 頁がある。
（70） 　安藤一郎「建築家の専門家責任」平沼高明先生古稀記念論集刊行委員会編『損害賠
償法と責任保険の理論と実務』（信山社、2005）275 頁。

























口昌宏「判批」判例評論 551 号［判例時報 1873 号］188 頁、花立文子・私法判例リマー
クス 37 号（2008〈下〉）51 頁等がある。また、安藤・前掲注（70）271 頁は、施工者も、
高度な知識、技術、経験を有する専門家であると説明する。

















契約関係が認められている。名古屋地判昭 48・10・23 判タ 302 号 179 頁等。




（76） 　下森・前掲注（58）『専門家の民事責任』105 頁、花立・前掲注（54）137 頁。能見・
前掲注（44）５頁等。
